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Abstract 
Value co-creation through the participation of local residents is important for local revitalization in a sustainable 
manner. Based on this background, this study examines the process of how this value co-creation occurs and 
grows from the perspective of service studies. Based on previous studies, we constructed an analytical framework 
with two elements: the civic pride that motivates citizens to participate in the community, and an actor 
transformation model. A case study was conducted in Yuzawa Town, Niigata Prefecture, which is one of the 
depopulated municipalities in Japan and has recently seen an increase in the number of residents moving to the 
area, thereby revitalizing the community. As a result, we found a cyclical relationship in which residents grow from 
the role of resource consumers who consume local services to resource integrators who provide their own 
resources in a step-by-step manner with civic pride. This will add new knowledge to service studies by clarifying 
the process of a cyclical system in which residents themselves co-create value by changing their roles.  
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1 はじめに 

日本は特殊出生率が 1.30，高齢化率が 28.86％
（OECD 2021）で，他国に比して極めて深刻な少子高

齢化現象に直面している（Bloom 2020）．少子高齢化

の問題は，地方の小規模地域の過疎化を引き起こす．

現に日本の市区町村の49.8％にあたる896の自治体

が，2040年までに消滅する可能性があると報告されて

きた（日本創成会議 2014）．こうした状況への対策

として，地域経済の振興を通じた人口定住促進を目標

に，総合保養地域整備法や地方創生の交付税制度が実

行されてきた．しかし政策評価では目的達成に届か

ず，外発型開発は地域の持続的な経済発展につながら

なかったと指摘がある（磯崎 2021；総務省 2003）．

このような背景から，地域の自律による「内発的発展

（鶴見 1996）」に立ったアプローチ（稲葉 2016; 礒崎 
2021）の重要性が注目されている． 
内発的な地域振興の嚆矢として知られるのが大分県

の「一村一品運動」である．地域の産物に目を向けつ

つ，それが世界に通用しうるものであり，地域住民の

自主自立・創意工夫を掻き立て，地域リーダーを育て

ていくという3原則（平松 2006）が内包された地域振

興の取り組みである．この運動は，地域ブランドを産

出し，地方経済を活性化させたという点で評価された

が，地方地域の人口減少課題の解決には十分に結びつ

かなかった（城戸 2016；総務省 2021）という評価も

ある． 
今や地域振興には住民起点と外部者活用の2側面が

欠かせないだろう．住民起点では，住民が自分たちの

住みやすい地域づくりとして，自ら地域活性化活動を

行う事例が見られる（例えば，中山・亀山 2014；新

潟県 2021）．ここでは住民が地域課題の解決に向け

て新たなサービスを生み出し，自分たちがそのサービ

スを受けている．外部者活用については，社会起業家

や，都会から転勤してきた労働者，および政府の人的

支援要員である「地域おこし協力隊」を含め，新しい

知識を持った人材が地域に参入することで新たなサー

ビス交換が生まれ，地域活動が活性化している事例が

報告されている（総務省 2023；内閣府 2022）．この

意味で，地域内外のアクターが価値を創造し合う循環

的価値共創が必要だが，そのメカニズムについては十

分に研究されているとは言えない． 
そこで本論文では，サービス学の理論を応用した分

析フレームワークを構築し，地域づくりのプロセスを

考察することにより，地域の持続的活性化を促進する

価値共創のメカニズムを見出すことを目的とする．こ

の目的のための分析視点として，地域への愛着や地域

住民としてのアイデンティティを意味するCivic Pride
（Collins 2017）とService-dominant logic（Vargo and 
Lusch 2017）に基づくActor transformation（Ho and 
Shirahada 2021）のモデルを用いる．住民起点の地域

づくりの文脈では，住民ははじめから資源を統合する

ジェネリックアクター（Lusch and Vargo 2014）として

存在しているわけではない．住民がジェネリックアク

ターへと成長するためには，他の人々を通して，ある

いは人々と共に働くことでリーダーシップを発揮し地

域活動の参加者を変容させ，彼らの焦点をより高いレ

ベルの価値観へと移行させるプロセス（Denhardt and 
Denhardt 2000）が存在すると考えられる．
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表1 本論文における用語の定義 
用語  本論文における定義  参考論文（出典） 

ジェネリックアクター 
(generic actor) 

S-Dロジック視点では，価値共創に参加するすべての社会的・経済的アクタ
ーは資源統合者であり，資源の消費者と提供者の区別をしない包括的なアク
ターのことを指す．Ho and Shirahada（2021）では，generic actorを，資源統
合を強調した役割用語として用いている. 

Lush and Vargo (2014); 
井上監訳（2016） 

  Ho and Shirahada (2021) 

アクター変容 
(actor transformation) 

資源消費者（G-Dロジック視点）の認識を持つアクターが，資源を統合して
価値共創に参加するジェネリックアクター（S-Dロジックの視点）へと成長
していくプロセスを指す． 

Ho and Shirahada (2021) 

資源消費者 
（resource consumer） 

サービス交換において資源を受動的に消費するアクターのことを指す． 
Ho and Shirahada（2021）では， recipientと表記されている． 

Ho and Shirahada (2021) 

資源伝達者 
(resource transmitter) 

資源統合の支援行動として，サービス交換において他のアクターが資源にア
クセスしやすいように既存の資源を伝達するアクターのことを指す． 
Ho and Shirahada（2021）では，quasi-actorと表記されている． 

Ho and Shirahada (2021) 

資源統合者 
(resource integrator) 

サービス交換において，資源を統合するアクターのことで，S-Dロジックで
はジェネリックアクターとも呼ばれる． 

Lush and Vargo (2014) 

Ho and Shirahada（2021）は，農村のコミュニティを

対象とした観察研究から，従来の交換サービスに基づ

く消費者の役割であった高齢住民らが，民間団体の支

援サービスを介してジェネリックアクターに成長して

いくプロセスを，アクターの変容モデルとして開発し

た．これと同様に，シビックプライドに共感したアク

ターがジェネリックアクターの役割へと成長すること

でサービス交換を通じた資源統合を促進する，地域活

性化の価値共創プロセスモデルが成り立つのではない

か．そこで本研究は，地域活性化の価値共創システム

において，住民の役割認識がどのように変容するの

か，そのプロセスを考察する．これにより，サービス

学で議論され始めているアクター変容研究に対し，新

たな知見として，その変容のトリガーが，地域への共

有アイデンティティとされるシビックプライドの醸成

によって可能になることを示す． 
本論文におけるアクターの役割に関する用語につい

て，表1のとおり定義する． 
 
2 理論的背景 

我々は，住民起点の持続可能な地域づくりの考察

に，アクターの価値共創プロセスの分析フレームワー

クを用いる．このフレームの構成は，「シビックプラ

イド」と「アクター変容」を中核としている．住民主

体の地域づくりにおいては，自治体のリーダーシップ

によってではなく，住民がこの町をより良い場所にし

たいという当事者意識をもって活動している．そうい

った住民の地域への感情や意図は，シビックプライド

として地域に醸成され，住民間で影響しあうことで，

サービス交換や資源統合を促進すると考える． 
従来のマーケティング研究では，企業側がモノやサ

ービスの提供者，顧客側がそれらを消費する者とい

う，二項対立の役割によって交換されるグッズの経済

的な価値に注目していた．S-Dロジックでは，価値共

創のプロセスにかかわるすべてのアクターは，資源統

合者であり，提供側と消費側の役割が区分されないジ

ェネリックアクター（包括的なアクター; Vargo and 
Lusch 2014；井上監訳 2016）であるとされる．地域づ

くりでは，多様なアクターが自己資源や地域資源を統

合し，他の地域関与者とのサービス交換を行うと考え

られる．住民はその時々の場面によって，サービスの

提供者または受益者，あるいは両方の側面を持つ．し

たがって，S-Dロジックの価値共創のフレームワーク

は，地域で起こるアクターの資源統合とサービス交換

の社会的現象を捉える研究に適した考え方である． 

2.1 シビックプライド 
Collins（2017）によれば，シビックプライドとは，

特定の場所に対する強いレベルの愛着や忠誠心，それ

に伴う強いアイデンティティや帰属意識を示す市民感

情であるという．これは，地域に対する個人の感情

と，その感情によって発揮する行動の2つの側面があ

る．住民は共同活動の場や集団経験を通じて，場所へ

の愛着（place attachment）やアイデンティティ，帰属

意識を醸成し（Kingsley, Foenander and Bailey 2019），

持続的な行動に結びつく個人の行動変容を起こす

（McMichael and Robinson 2016）．住民の居住期間と

場所への愛着は相関があり（例えばNielsen-Pincus et 
al. 2010），場所への愛着がある人は，愛着がない人

に比べて，住民間の絆，ソーシャル・キャピタルのス

コアがより高いことが報告されている（Lewicka 
2013）．この一方で，新規参入者と永住者の場所への

愛着は，質は異なるものの，居住時間とは関係なく育

まれる可能性がある（Kaltenborn and Williams 2002; 
Stedman 2006）という．シビックプライドは，多様な

人々の集団に共有アイデンティティを形成するもので

ある（Wood 2006）．そしてそれが地域愛着を通じて

住民の自律意識を芽生えさせ，具体的な地域づくり活

動へと導く要件となり得る．例えばネパールの衛生改

善の介入研究では，衛生的な町に対するシビックプラ

イドと集団的効力感が，住民の持続的な衛生行動への

ドライバーとなっていた（McMichael and Robinson 
2016）．シビックプライドはこのように，地域のアイ

デンティティや自治を促進し（Collins 2016），現在あ
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る物的資源や住民間に共有されている精神的資源の価

値を評価し大切にしようという考え方を基盤として，

地域づくりを推進する原動力と考えられる． 
外部者の視点による地域資源の開発は，地域内住民

がこれまで意識していなかった価値の発見または再評

価によって，シビックプライドの醸成を推進するもの

と期待される．その一方で，従来研究ではそうした外

部者による地域資源開発プロセスとシビックプライド

醸成の動的関係性について十分に説明されてきたとは

言い難い．これら2つの要素の関係性が説明されるこ

とで，住民の地域参画を加速させる地域活性化に向け

た資源開発のあり方を考察することができる． 

2.2 アクター変容による資源統合 
地域活性化は，多様なアクターが交流することで資

源統合が複合的になされていく価値共創プロセスと考

えることができる．アクターの資源統合の視点では，

価値は知識や技能というオペラント資源を他者または

自分自身の便益のために適用するプロセスの中で創造

されていく（例えばLusch and Vargo 2014）．このとき

の資源統合者はジェネリックアクターとも呼ばれる．

資源は価値共創の参加者であるアクターによって直ち

に統合されていくわけではなく，工夫や準備が必要で

ある（Lusch and Nambisan 2015）．アクターは，初期

に非アクティブであっても，価値提案に関する認識が

変化した場合には，役割がアクティブになりうる

（Ekman et al. 2016）．Ho and Shirahada（2021）はこれ

をアクターの成長として捉え，高齢者の買い物支援活

動の観察から，住民が資源消費者から中間段階を経て

資源を統合するジェネリックアクターに成長していく

役割変容のプロセスを，アクター変容（ actor 
transformation）と呼び， the consumer transformation 
model (Ho and Shirahada 2021, Fig. 1)として示してい

る． 
S-Dロジックの視点では，地域住民は価値共創に参

加し資源を統合するジェネリックアクターであること

が期待される．しかし，実際の地域コミュニティで

は，買い物をする高齢者らは自らを価値共創の参加者

として必ずしも意識せず，グッズの交換取引視点での

支援サービスの消費者として参加する．サービス運営

者の様々な工夫があることによって，買い物の場が人

間存在を認識し合う場，感情的交流を楽しむ場として

参加者に認識され，それと同時に，「資源伝達者（資

源そのものを他者に伝達する役割を担うアクター）」

に変容し，さらに次の段階として「資源統合者（主体

的に資源を統合し価値を共創するアクター）」へと変

容する可能性を，Ho and Shirahada（2021）は見出して

いる．この研究は，アクターの変容が進むことで，資

源統合が実現されていくことを示唆している． 

2.3 本研究：シビックプライドとアクター変容 
シビックプライドとアクター変容は，それぞれ住民

主体の地域活性化メカニズムを考察する上で有効な視

座と考えられる．本研究では図1に示すように，これ

らを統合することで，地域にどのようにシビックプラ

イドが醸成され，アクターの変容をもたらすのか，そ

して，それによりコミュニティでのサービス交換がど

のように変化し，地域資源の開発を促進するのかを説

明する． 
地域活性化の場面では，地域づくりに関与するアク

ターには，地域に貢献しようと積極的に活動する者，

そのサービスを消費する者，および外部視点で地域づ

くりに参画する住民らが混在している．地域活性化を

促進する主な資源には，地域にもとから存在する自

然，建造物，名産品といったオペランド資源と，地元

住民の持つ地域の情報や外部者が持ち込むスキルや知

識というオペラント資源があり，これらの資源の統合

にはアクター間でのサービス交換が行われることとな

る．そのなかで資源統合のためのリーダーシップがネ

ットワーク内で共有されたり，はじめは地域活動の参

加に消極的であった住民が，資源統合者へと変容して

いったりすると考えられる． 
多様なアクターによるサービス交換や資源統合の促

進には，彼らの感情や行動に影響を与えるシビックプ

ライドが，重要な役割を果たすものと考える．シビッ

クプライドの側面は，地域愛着，持続願望，アイデン

ティティ，地域参画の4つの構成概念に分析されるが

（伊藤 2017；2019），これら4要素の時間的な変化の

プロセスについては明らかにされていない．アクター

変容との統合により，地域づくりの場面では，地域愛

着や持続願望という感情がアクター間で共有され，地

域住民としての当事者意識（アイデンティティ）が育

まれるという動的変容が説明できる．そしてそれが地

域参画の意図を芽生えさせることで，消費者の役割認

識を持つ住民を資源統合者へと変容させることが想定

される． 
本研究では，シビックプライドとアクター変容の統

合的視点に基づき，資源統合者に成長した住民による

自発的で活発な地域づくりが，地域の価値共創を動機

づけ，範囲を拡張しうる可能性を分析する．この統合

フレームワークは，地域活性化の事例研究として，シ

ビックプライドが他者へ及ぼす感情共有や行動促進と

なって，アクターの地域への参画意識を高めながら役

割を資源統合者へと変容していくという関係作用を明

らかにするための分析の枠組みとする．分析視点に

は，シビックプライドの4つの構成要素と，アクター

変容の3段階の役割概念を用いる． 
 

  
図1 シビックプライドとアクター変容の 

統合フレームワーク 

資源消費者

資源伝達者

資源統合者

［住民のアクター変容］ ［住民のアクター変容］

感情共有

行動促進 感情共有

行動促進

地域内外のアクター間のサービス交換

資源統合者

資源伝達者

資源消費者
［シビックプライド］

地域愛着

持続願望
アイデンティティ

地域参画
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3 事例研究 

3.1 研究デザイン 
本研究は地域活性化を促進するためのアクターのサ

ービス交換と資源統合のプロセスを考察する．シビッ

クプライドの醸成とアクター変容モデルの2つが，ど

のように価値共創フレームを構築するのかを，住民主

体の地域活動のデータをもとに解説する．価値共創フ

レームにこれらの複数の分析レベルを用いること，お

よびシビックプライドとアクター変容の統合による地

域活性化のプロセスモデルを提案するため，シングル

ケースのエンベディッド・ケース・デザイン（Yin 
2014）を用いる． 

分析視点には，シビックプライドとアクター変容の

それぞれの先行研究の概念を援用する．シビックプラ

イドは，「地域愛着」，「地域アイデンティティ」，

「持続願望」，「地域参画」の4つの構成要素（伊藤 
2017；2019）を用いる．地域愛着とは，自分が住んで

いる地域が好き，地域は自分にとって大切なもの，こ

の場所に住み続けたい，といった感情や意図を意味す

る．地域アイデンティティとは，自分にとって地域住

民であることの重要性やこの地域が特別な場所である

という自己認識を意味する．持続願望とは，自分が愛

着のある地域がなくなってほしくない，変わらずに持

続してほしいという願望である．地域参画とは，自分

は地域の一員であるという意識が高まり，地域に貢献

したい，地域を応援したいという意図や具体的な行動

を起こすことを意味する．  
地域づくりの関与者をアクターとし，地元（地域在

住）の住民のほかに，外部者（移住者）も含む．アク

ターの変容段階には， consumer transformation model 
(Ho and Shirahada  2021; Figure 1）におけるrecipient, 
quasi-actor, generic actor の3段階の役割名称を，資源の

利用視点による「資源消費者」，「資源伝達者」，

「資源統合者」に変更して援用する．資源消費者と

は，主に他者からのサービスを受容する役割を持つア

クターを指す．資源伝達者とは，資源の統合はしない

が他者のために資源を伝達する役割を持つアクターを

指す．資源統合者とは，自分のスキルや知識を能動的

に活用してサービス提供を行い，資源を統合すること

であらたなサービスを生み出すアクターを指す． 
事例対象には，地方の小規模自治体である新潟県湯

沢町を選定した．湯沢町は1990年代から人口減少が進

んでいるが，近年，若者や子育て世代の移住者が増加

しており，住民による地域づくりが活性化している町

である．表2で示すとおり，個別面接の対象者には，

地域活性化のキーパーソンと考えられる役場の企画政

策担当者と社会起業家をはじめ，性別，居住年数，職

業，年齢の幅の多様性を考慮した住民15名をスノーボ

ールサンプリングで選定した．1名につき60分から120
分の半構造面接を行い，対象者の自己資源となるキャ 

 
 

表2 調査概要 
調査時期 2022年9月～2023年10月 

調査対象地 新潟県湯沢町 

調査方法 居住者または地域づくりに関与する外部者への個別半構造面接（60－90分/1名），  
住民への聞き取り（旅館女将Ａ，Ｂ）， 
地域コミュニティ活動現場のフィールドワーク（移住者のお茶会，All Youth Yuzawa会議） 

サンプル数 個別面接15名，フィールドワークの聞き取り2名 

性別・年齢 男性8，女性9：30代～70代（調査時） 

居住歴 町内出身の永住者４名，移住者（居住年数1年－12年），外部居住者2名 

職業 事業経営/自営業7名，民間事業従業者5名，役場職員1名，地域おこし協力隊/元協力隊3名（重複含む） 

主な質問項目 属性，現職業・前職経験，地域への感情・願望，地域活動参画への意図，地域づくり活動の内容プロセス 

  

 
 
 
 
 
事例内の 
登場人物 

ID(仮名) 事例における地域活動 職業 居住年数 

沢田（仮名） 
湯山（仮名） 
越後（仮名） 

A 
B 
C 
D 
E 
F 
G 
H 

湯沢町の広報戦略アドバイザー 
移住・起業支援 
児童支援所開設 

なし 
なし 

地域活性化の民間との協業 
なし 

All Youth Yuzawa参加メンバー 
観光サービス・観光マップ 
観光サービス・観光マップ 
観光サービス・観光マップ 

広告会社退職者 
地域開発業出身・事業主 

地域おこし協力隊出身・事業主 
老舗旅館女将 
小旅館女将 
役場担当者 

地元企業従事者 
宿泊観光従業者 
Webデザイナー 
宿泊事業主 
宿泊事業主 

移住11年 
移住4年 

Uターン2年 
永住者 
移住34年 
永住者 
永住者 
永住者 
移住5年 
移住8年 
移住12年 
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リア，地域やコミュニティに対する感情，地域活動へ

の参画プロセス，コミュニティネットワークについて

質問した．フィールドワークとして町中での聞き取り

と，コミュニティ活動の場でデータを収集した．得た

データをもとに，地域の社会経済的背景，および地域

住民の感情や行動の過程に注目し，ストーリーで紹介

する．次に，図1の統合フレームワークを用いた事例

分析により住民の地域づくりのプロセスを考察し，地

域活性化の価値共創プロセスモデルを構築する． 

3.2 対象 
事例対象は新潟県湯沢町である．この町は東京から

北に新幹線で70分に位置する人口約8,000人の中山間

地である．町の歴史は古く，1600年代から続く温泉地

である．町の面積の90％が山地で，スキー場や温泉宿

を資源とする観光の町である（湯沢町教育委員会 
2022）．湯沢町は古くから山間地でありながらも利便

性は高い土地であった．これは1922年に発電所がで

き，1931年には東京と新潟を結ぶ当時の世界9位の長

さの交通トンネルが完成したことが背景にある．そし

て，豊富な温泉に加えこれらの土木工事のために結集

した外部労働者の宿泊需要に対応したことが，現在の

観光宿泊業の原点となっている． 
湯沢の観光開発は1987年からのリゾート法施行の流

れで急速に進展し，スキーの名所という評判と東京か

らのアクセスの良さが相まって，1988年には全国のリ

ゾートマンション販売数の3分の1以上，3,912戸が湯

沢町に集中した（佐々木 1992）．町の老舗旅館の女

将（A）が当時を振り返るには，「私がここに来た

1989年頃はすごく忙しかったですね．毎日毎日休みも

なく働いていました．そういう時期が5，6年はあった

でしょうかね．ちょうどその頃もリゾートマンション

がどんどん建っていましたから，冬はスキーのお客さ

ん，それ以外の季節はほとんどが建築工事の方でし

た」と話す． 
その後のスキーブームの低迷と景気後退により，観

光客は1992年の1,045万人をピークに，2019年には約3
分の1に減少している．町の総人口が1990年の約1万人

から20年間で20％減少しているのに対して，人口動態

では湯沢町はこの数年，転入者が転出者を上回ってい

る（新潟県 2024）．この背景には，同地に魅力を感

じた移住者が増加しており，子育て支援，移住サービ

ス，観光ボランティア，コミュニティづくりといった

地域サービスに参入する者が増え，町が活性化してい

ることが挙げられる．本論文ではこのサービス生成

に，住民のシビックプライド醸成とアクター変容の往

還が機能していると考え，それに至るプロセスについ

て説明する． 

3.3 湯沢町の地域活性化 

町の産業衰退と人口減少 
日本のバブル景気の崩壊後，湯沢のリゾートマンシ

ョンは負の遺産と揶揄され，「廃墟のイメージが広ま

った（役場担当者C）」．加えて住民の高齢化も加速

している．少子高齢化と若者の地元離れで，1990年に

9,986人であった町の総人口は，2014年には8,351人に

減少していた．地元産業を支える観光業では，家族経

営のホテルの後継者世代が地元を去るケースが多く，

60代の小旅館の女将（B）は，「娘も息子も東京に出

て家を建てましたから，湯沢には戻って来なくて．東

京でもう子供たちの好きなように」と話す．子供時代

に景気後退を経験した住民（D）は，「若い人は学校

を出たら都会に出ますからね．何もないこの町のどこ

がいいのかって友達に聞かれるんです．町を離れた人

はあまり町の良さがわかってないのでしょう」と話

す．このように，好景気からの急激な経済衰退と人口

減少は，地元住民に将来性のない町と言う感覚を抱か

せた．その結果，住民は，歴史文化や美しい自然とい

った地元資源の価値を見失い，自ら町の再生に関与し

ようという意欲を失っていたと考えられる． 

外部人材の協力による町のブランド再生 
顕著な人口減少と住民の高齢化で，2014年5月に政

府のワーキンググループによって発表された2040年の

消滅可能性都市のリスト（日本創成会議 2014）に湯

沢町が入った．役場担当者はこの時「自治体として町

の持続性に危機感を抱いた」と語る．これを受け，町

は2015年に「湯沢町人口ビジョン・総合戦略」を策定

した．この策定には，広告会社を退職した男性移住者

（仮名：沢田）がボランティアとして加わり，町のブ

ランド戦略を役場に提案した．自分が第二の故郷とし

て選んだ湯沢に来て，想像していたスノーリゾートの

イメージと違うことに落胆し，観光地としての発展に

は町の魅力を発信する必要があると感じたと言う．沢

田は2016年4月に正式に町の戦略アドバイザーとな

り，自身の持つ40年間の広告業界のノウハウを役場の

企画・政策担当者らに伝授した（日本経済新聞 
2019.3.26）．そして「住民にもクリエイティブシンキ

ングで湯沢の発展を考えていく習慣が必要」との沢田

の発想により，2016年に「観光立町宣言湯沢町，君と

一緒に暮らす町」というブランドスローガンを立ち上

げた（湯沢町 2019）．このスローガンは町長による

と「観光地に住んで豊かな自然と四季折々のアクティ

ビティを楽しんでもらいながら都会に通勤できるよう

ＵＩＪターン者を対象に住宅・土地取得と新幹線通勤

の支援を始めた」（全国町村会 2018）と具体的に示

しているように，移住を念頭においたものであること

がわかる．しかし，当時は地元住民と新規参入者の間

で地域創生に対する認識が一致していたとは言い難

い．実際に，沢田が町のプロジェクトチームで活動す

る過程で「町のブランドイメージがなぜ必要なのかと

いう意見もたくさんあった」と回想している．沢田に

よれば，バブル期を経験した町の重鎮からは「町のブ

ランドコピーを作ってもどれだけ儲かるのか」という

意見が出た．高齢層の住民は，移住のブランド戦略が

子育て世代をターゲットとしていることに不満を示し

たのである． 
このように，地元の人々には，町の存続には生産年

齢人口となる若い移住者が必要であるとの認識が理解

されていなかった．その中でも，チームに就いた4人
の役場職員と沢田は，町政の存続の危機感から「みん

なやる気になって，とりあえずポスターや必要なもの 
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表3 湯沢町の変遷 

1990年～        2000年～        2010年～        2020年～ 

［町の産業衰退と人口減少］ 
・全国的なバブル経済の崩壊（1991）とスキーブームの終焉（1992） 
・観光客数が減少し始める（1993-） 
・1991年をピークに町の人口減少が始まる（1992-） 

［外部人材の協力による町のブランド再生］ 
・役場が消滅可能性都市の危機感を抱き，沢田が町のブランド再生のアドバイスを始める（2014） 

・湯沢町が人口ビジョンと総合戦略を策定する（2015） 
・移住者（沢田）が役場の企画政策チームの正式アドバイザーとなる（2016-2019） 
・町のブランドスローガン「観光立町宣言湯沢町，君と一緒に暮らす町」を発表（2016） 

［住民の知識共創の場となる若者グループの活躍］ 
・沢田のアイデアと役場の対策推進により，若者の会All Youth Yuzawaを発足する（2016） 

―役場や議会との意見交換の定例会合が始まる 
―地域イベントの企画・ボランティア活動に参画し始める 

・メンバーが観光案内サービスを開始する（2019） 
・メンバーが観光地図の作成と提供を開始する（2021） 

［社会起業家による地域活性化事業の推進］  
・社会起業家（湯山）が役場に移住者を増やし，町を活性化する提案を始める（2018） 

・役場の協力を得て旧保育園跡地に地域サービス事業所を開設する（2019） 
・役場から移住支援事業を受託し，窓口となる（2020） 

―移住体験宿泊施設開設，移住者のお茶会を始める 
・役場から起業支援事業を受託する（2020） 

―起業型地域おこし協力隊を新設する（2021） 
・協力隊出身者（越後）が児童支援所を設立する（2022） 

―児童支援所で新規従業者数名を採用する（2022-2023） 
［住民参画の地域づくりがもたらした転入増加の成果］  

・移住者数が増加し始める（2019-2023） 
・移住者年齢層の若返りが始まる（2019-2023） 

・新潟県の自治体で唯一の転入超過の町となる（2023） 
 

を作り」，「何とか理解してください」と，町外から

の移住対策を軸としたまちづくりを推進していった．

沢田は，「都会から移住したい人のマーケットインサ

イトを徹底的に調査して，ターゲットを30から35歳の

子育て世代に絞り込んだ」企画を作成した．その中の

一つに，空き家問題の解消を兼ねて，町の予算でリフ

ォームした住居を安価で移住者に提供するという地域

資源の再利用のアイデアを提案した． 

住民の知識共創の場となる若者グループの活躍 
沢田らが計画策定した町の総合戦略の一環として，

2016年に30名規模の若者で構成されるグループ，All 
Youth Yuzawaが発足した．地元育ちの参加者（E）に

よれば，はじめは「役場の人を事務局にして，同級生

のつながりから月一回有識者と意見交換をする」場で

あった．ここで集約された若者の意見を町政に活か

し，町を盛り上げる試みが始まった．議員との意見交

換会では，若者視点で「こういうモノが欲しい」 ,
「こういうサービスを提供して欲しい」と，町への要

望や不満を一方的に伝えていった．Eは，All Youth 
Yuzawa に参加して役場の人やみんなと話すうちに，

「町のことがわかるようになった．観光計画や地域広

域計画のパブリックコメントも，以前の2，3件から，

今では17件と増え，行政の人はびっくりしている」と

語る． 
筆者が見学した会議（2023年9月21日）では，「湯

沢町にある50棟のリゾートマンションは湯沢のシンボ

ルだが，解決すべき課題も多い. このまま年数が経っ

て老朽化するのを見ているだけでなく，私たち若者視

点で何か町に提案できないか（オールユースゆざわ 
Facebook 2023）」という意見が出た．そこには町を元

気にしたい，住みやすい町にしたいという彼らの思い

があり，負の遺産とみなされていたマンションの価値

を町の有効資源に変えていこうという意図が読み取ら

れる．彼らのこれまでの活動実績からは，町の祭りや

行事，地域の整備の担い手が70代や80代になっていく

ことで，地域の魅力ある文化が引き継げないまま絶え

ることを回避したいというシビックプライドが，町の

イベントのボランティアという自発的な活動へと発展

させていることが窺える． 
 その他にもAll Youth Yuzawaは，町にある様々な資

源が統合される場になっている．そこで知り合った

Webデザイナー（F）と2名の宿泊事業主（G，H）

は，2019年から観光客や地域住民に向けて観光ガイド

を始めた．移住5年目の（F）が言うには，「自然が豊 
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かでいいところなのに，この町のもったいないところ

はいっぱいある．そういうものをもっと面白く使える

んじゃないかな」と，これまで町が売りにしてきたス

キーや温泉以外の豊かな自然や史跡という地域資源に

価値を見出し，子供連れで参加できる山登りや歴史探

訪の講座を開催している．講座を通じて，例えば山岳

救助の経験を持つ70代の地元男性から，「自分にでき

ることがあれば（ツアーガイドとして）手伝うよ」

と，自発的な協力の申し出もあったという． 
この3名（F,G,H）のチームは，次の活動として観光

客の利便性を考慮した日英両言語の観光マップを作成

し，web上と町内の観光施設で提供している．主担当

のGは，制作の過程で商店街の店主たちにマップ作成

の賛同と費用支援を依頼してまわった際に，「協賛料

に足して『これは応援だから』とさらにお金をくれた

ところもあるし，『こんな人が新しい観光マップの件

でそちらに行くから話を聞いてあげてくれ』って言っ

てくれて，助けてくれた人がいた」．「その人たちの

伝手であらたなお店にお願いに行った際に，『ああ，

もう聞いてるよ』って言われてお願いするのに気が楽

になったし，話がすぐにまとまっていったのでありが

たかった」と語る． 
このように，沢田のアイデアから町の戦略として展

開された若者の会は，「いままで各自で思っていても

声に出す機会がなかった（参加者E）」意見の交換の

場を提供し，「社会に参画するきっかけ（E）」を作

った．All Youth Yuzawaの会では，それまで地元住民

が注目していなかったリゾートマンションや地元の歴

史や自然という地域資源について，移住者の外部視点

による活用価値の評価と地元の若者の地域愛着の感情

が交換・統合されている．湯沢町で何が大事にされて

きていて何を残していきたいのかという議論から住民

活動のアイデアが生まれている．さらに，この若者た

ちの場を通じて生まれた偶然のつながりによって，各

自の経験や専門性を活用して，町の課題とアイデアを

自発的に結合していくことで，あらたな地域づくりの

取り組みが広がっていることが窺える． 

社会起業家による地域活性化事業の推進 
沢田に続いて，強力な民間リーダーとなる社会起業

家を目指す女性（仮名：湯山）が2019年にこの町に移

住した．湯山は，商業不動産管理の仕事で過疎地のシ

ョッピングモールの閉鎖業務に携わった経験を持つ．

ここから「人を移住させることが地方活性化には大

事」との信念で，関連対策で湯沢町に貢献したいとい

う思いが当初からあり，町に提案をしていた．他方，

役場では，あらたな移住対策の必要性を認識しながら

も，そのための人材が不足していた．そこで提案を持

ってきた湯山を歓迎し，起業を前提に「まずは小さな

業務をお願いしながら，少しずつ実績をつくろう」

と，コラボレーションを始めた．地元事業者の一部に

は当初，湯山の活動への懐疑的な見方があり，役場担

当者が間に立って事業を説明することもあったとい

う．2020年4月に移住相談の窓口業務を，続いて起業

支援サービスを湯沢町から受託した．そして新たな事    

業所として，閉鎖した保育園の施設を使えるように役

場として支援した． 
湯山は，新規サービスとして宿泊体験施設の提供と

移住者向けの場づくりを行った．移住対策として沢田

が抱いていた空き家改修のアイデアは，湯山によって

負の遺産と言われたリゾートマンションを移住希望者

の体験施設として活用するというあらたなサービス資

源の形にして実現化された．湯山からアイデアを引き

継いだ移住者の協力によって，新しい住民や移住希望

者を対象にした定期的なお茶会が開催されるようにな

った．そこで参加者は子供の学校や地域の遊び場，公

共サービスの情報を交換しあった．筆者が参与観察し

た会（2022年11月11日）では，移住者の間でこの町が

いかによい町かという話題に発展していた．「田舎だ

けど，あまり閉鎖的じゃなくて面白い町」，「ここで

は川遊びとか，冬はスキー場に行ったり温泉にすぐ行

けたりと，都会とは違う楽しみ方ができるのでストレ

スは感じない」と，若い夫婦や子供連れの家族が，新

しい訪問者にこの町に対する愛着を共有する態度が見

られた．これらの活動により，2023年までの4年間で

計 133 名の移住を実現させた（きら星株式会社

Facebook 2023）．そのうちの8割以上が20代から40代
の子育て世代の移住者である（湯山）． 
湯山のアイデアで，町は2021年4月から起業型の地

域おこし協力隊の受け入れを始めた．実のところ町は

2017年から，人材不足解消と若者移住を期待して，国

の地域支援プログラムを導入していた．しかし2017年
から2020年の間で定住したのは1名のみであった．役

場担当者は当時について「若者が定住したいような仕

事とのミスマッチが原因だったが，対策に着手できず

にいた」という．湯山は従来の協力隊が，「農業や観

光現場の人手不足の補充」であったとした上で移住の

ハードルは仕事であると気づき，その改善として，移

住後にスキルや強みを活かしながら新たなビジネスを

立ち上げる起業型人材の登用を提案した．そして起業

セミナーや事業計画作成支援，人脈紹介を行い，2022
年からの2年間で2名が起業した．福祉，保育の資格と

児童施設でのキャリアを活かして，発達支援の必要な

子どもたち向けの児童施設を開設した女性（越後）

は，「湯山さんが協力をしてくださったので，開設場

所や資金調達には全く困らなかった」と述べる．この

施設では専門スタッフを複数採用しており，町にあら

たな雇用を生んでいる． 

住民参画の地域づくりがもたらした転入者増の成果 
2023年度の新潟県の人口動態によると，県の転出超

過人数が5,850人のなか，湯沢町は唯一，104名の転入

超過となった（新潟県 2024）．役場担当者は町の変

化について，「やりたい意志と能力があって動ける人

を，どうやって活かせるかというところが私の役割で

す．新しい取り組みに予算をつけ，必要性を上司や議

会に説明して予算を獲得するということが出来ている

ので，うまくいっているのかと思います」と話す． 
このように移住者が増加している理由のひとつに

は，民間と行政とのコラボレーションによる成果があ 
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ると考えられる．沢田の協力によって掲げられた町の

スローガンは，役場担当者らに浸透し，湯山の地域サ

ービスを役場が支援している．湯山が興したサービス

事業によって，住民主体の地域づくりが活性化してい

る．沢田は「湯山が継ぐまでの礎を僕が作ったつもり

でいる」と述べる．湯山は，All Youth Yuzawaの会議 

にオブザーバーとして顔を出し，必要なときには彼女

の持つノウハウを教えている．沢田も湯山の提案した

お茶会に参加し，移住者らと顔を合わせて情報交換を

する．彼らの地域への愛情や地域づくりへの信念が，

それらの場を通じて他の住民へと伝授されているから

だと考えられる．外部者視点が，地元住民を刺激し，

表4 湯沢町のシビックプライドとアクター変容プロセス 
シビックプライドの醸成のプロセス  アクター変容プロセス 

［外部人材（沢田）の協力による町のブランド再生］ 
<S1>沢田が町のブランドづくりを役場に提案する 

担当者と［アイデンティティ］［持続願望］の共有 

↓ 
<S3>沢田が企画戦略メンバーとなり，議会でブランドスロ

ーガン，人口対策の議案が承認される 
役場・議会と［アイデンティティ］［持続願望］の共有 

↓ 
<S5>町長がブランドスローガン「観光立町宣言湯沢町，君

と一緒に暮らす町」を発表する 
町民へ［アイデンティティ］［持続願望］の共有 

 
→ 
 
 
 
← 
 
 
→ 
 

・ 
<S2>消滅可能都市を懸念する役場担当者が，沢田の提案に

賛同する．［資源統合者］の移住者の地域参画 

↓ 
<S4>役場担当者が上司や議会に議案を提出する 

住民の理解への説得を行う 
役場担当者が［資源伝達者］に成長 

↓ 
<S6>のちの社会起業家（湯山）の地域サービス事業設立に 

対して行政や議会との調整，運営支援を行う 
役場担当者が［資源統合者］に成長 

［若者グループ（All Youth Yuzawa)の活躍］ 
<W2>All Youth Yuzawaのメンバー間で意見交換を行う 

メンバー間で［地域愛着］［持続願望］の共有 

↓ 
<W3>メンバーから町へ若者視点の意見を交換する 

［持続願望］［アイデンティティ］の共有 
 
<W5>高齢化で町の行事が途絶える危機感を話し合う 

［持続願望］［アイデンティティ］の向上 

↓ 
<W7>町の伝統維持のため，町の行事のボランティア活動

を始める 
［持続願望］［地域参画］の共有 

<W9>観光マップ，観光歴史講座の提供サービスを行う 
［アイデンティティ］［地域参画］［持続願望］の共有 

↓ 
<W11>若者の活動に賛同，協力する住民が増える 

住民へシビックプライドの共有 

 
← 
 
 
→ 
← 
 
← 
→ 
 
← 
→ 
 
← 
→ 
 
← 

 
<W1>沢田のアイデアで若者の意見交換の場がつくられる 

当初のメンバーは［資源消費者］の立場 
↓ 

<W4>町へ改善案や新規提案を行う 
メンバーが［資源伝達者］に成長 

↓ 
<W6>自分たちで町をよくしていこうと話し合う 

 
↓ 

<W8>複数のメンバーが自主的に地域活動を始める 
メンバーが［資源統合者］に成長 

↓ 
<W10>サービス資源消費者であった地元住民が，新しい住

民と他者との仲介をする［資源伝達者］に成長 
 

<W12>受講者であった住民［資源消費者］が観光案内役を
引き受ける［資源統合者］に成長 

［社会起業家（湯山）による地域活性化事業］  
<Y1>移住促進サービスと起業支援サービス事業の開始 

起業型地域おこし協力隊のアイデアを町に提案 
［アイデンティティ］［持続願望］の共有 

↓ 
<Y3>移住者のひとりが湯山提案のお茶会の運営に協力 
［地域愛着］［アイデンティティ］［地域参画］の共有 

 
<Y5>移住者お茶会で住民同士が町の良さを語り合う 

［地域愛着］［持続願望］が移住者間で共有される 
 
<Y7>起業支援により協力隊が児童支援所を開業する 

協力隊の［地域参画］ 

↓ 
<Y9>児童支援所のスタッフに住民を採用する 

［アイデンティティ］［地域参画］の共有 

 
→ 
← 
 
 
→ 
← 

 
→ 
← 
 
→ 
← 
 
→ 

・ 
<Y2>沢田との協業で［資源統合者］に成長した役場担当者

が，民間事業委託のための行政支援を行う 
↓ 
↓ 

<Y4>移住者の協力者が［資源統合者］に成長 
↓ 
 

<Y6>住民から住民へ生活情報や地域情報が伝わる 
移住者らが［資源伝達者］に成長 

 
<Y8>協力隊が独立し地域サービス事業の経営者となる 

［資源消費者］から［資源統合者］に成長 

↓ 
<Y10>他者へ［資源消費者］から「資源統合者」への       

成長機会を提供 
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湯沢を住みやすい町にしたいという感情の共有が具体

的な活動へと導いていったといえる．彼らの専門スキ

ルや知識といった自己資源が，新たな視点でみた町の

自然資源や社会的資源と統合した結果であるとみるこ

とができる． 
 

4 考察 

4.1 シビックプライドとアクター変容の相乗効果に

よる地域活性化の価値共創 
 本事例では，外部人材の参入により失われかけてい

た住民のシビックプライドが再醸成されていったこと

で，住民の地域参画を促した．そこで，地域の多様な

住民によるサービス交換を活発化させて資源統合が複

合的になされていく価値共創プロセスを説明した．表

4に示すように，この過程で，それまで地域の価値共

創に参画していない資源消費者であった住民が他者の

シビックプライドに共感し，資源統合者へと成長して

いくプロセスを見出した．湯沢町は，中山間地域の        

過疎自治体にもかかわらず，短期間で経済発展から衰

退までを経験した．「外部資本による急激なリゾート

開発と交通の整備という外的要因によって地元が潤っ

ていた（中野・十代田  1999）」という社会的背景

が，住民のシビックプライドの醸成機会を削ぎ，資源

統合者への成長を妨げていたために，住民による地域

での価値共創の動機づけが十分に無かったと考えられ

る．そこに外部から地域活性化への強い信念と専門ス

キルを自己資源に持つ沢田や湯山が参入し，資源統合

者として行政への協力を始めたことで，地域に影響す

るようになった． 
表4 はこの影響プロセスを時系列的に追ったもので

ある．沢田が，町の発展を目指して発案したブランド

スローガンは<S1>，シビックプライドを呼び起こす

ツールとして役場担当者から<S2 >上司や議会へ<S3-
S4>，そして町の住民へと広がっていった<S5>．役場

担当者は，沢田の意見をそのまま上司に伝える資源伝

達者の役割から，のちに湯山が地域サービス事業に参

画する際に，彼女のアイデアと町の政策，町の施設と

いう複数の資源を組み合わせ，より積極的な支援を行

う資源統合者へと成長した<S6>．沢田のアイデアを

もとに設立された若者グループの会合は<W1>，地域

の愛着や持続願望を共有する場となった<W2>．若者

メンバーに次第に地域アイデンティティが芽生え

<W3>，行政に対して地域サービスを消費する役割か

ら，若者目線で要望を伝える資源伝達者の役割へと変

容していった<W4>．そして，この町の長所を活かし

伝統を維持したいという思いが共有されることで彼ら

のアイデンティティを向上させ<W5>，積極的に地域

行事のボランティア活動に参画する資源統合者へと成

長していった<W6-W7>．このグループ内からは，自

分たちのスキルを活かして，あらたに観光客向けの地

図や観光案内サービスを始める資源統合者が現れた

<W8-W9 >．そういった若者の行動に共感した地元住

民が，他者への仲介をする資源伝達者となった

<W10>．彼らの観光サービスの資源消費者であった住

民が，資源統合者へと変容した<W12>．このように住

民としてのアイデンティティが共有されて，次第に若

者の活動に協力する住民が増えていった<W11>． 
湯山が町の活性化事業を立ち上げる際に<Y1>，沢

田から地域持続の思いと住民としてのアイデンティテ

ィの影響を受けてすでに資源統合者に成長した役場職

員は，今度は行政の立場から事業所の確保や民間への

事業委託のために尽力した<Y2>．湯山の地域の持続

への思いや地域参画の決意に共感した住民が，移住者

お茶会の運営をする資源統合者に成長した<Y3-Y4>．
他の参加者らはお茶会の場で地域愛着や持続願望を共

有し<Y5>，新たな参加者に対して地域の愛着や住み

続けたいとの思いを伝える資源伝達者となっていた

<Y6>．湯山の起業支援サービスでは，自治体との協

業で起業を前提とした地域おこし協力隊の制度を始め

た<Y1>．成果の一つに，協力隊が地域社会的サービ

スを提供する資源統合者として児童支援所を開設した

<Y7-Y8>．湯山の事業所や児童支援所の人材採用は町

の雇用促進に寄与し，新たな資源統合者を生み出すこ

とで生産人口の増加へとつながっていく<Y9-Y10>． 
このように，資源統合者として専門スキルとリーダ

ーシップを備えた沢田と湯山の2名の外部参入者の協

力と，その他の移住者の外部視点が，地域のシビック

プライドの醸成と住民のアクター変容を促進してい

る．移住者の新しい視点によって自然や歴史文化のあ

る町の価値が再評価されたことで，地元住民が忘れか

けていた地域の価値が再認識され，地域への愛着が呼

び起こされている．移住者は外部から自身の専門スキ

ルや知識の自己資源を持ち込み，自然資源や文化歴史

という地域資源，さらにはコミュニティや地元住民た

ちの持つ人的資源を統合させ，あらたなサービス創造

を促進していた．そして資源消費者であった住民が，

資源伝達者へと変容し，さらに，地域活動にリーダー

シップをもって推進する資源統合者に変容するという

循環が起こっていた．このような資源統合者の増加に

よって，地域のサービス交換の機会が増し，町づくり

の価値共創の活性化につながっている．  
この町がこのように変化できた背景には，住民の地

域参画に加えて自治体の危機意識による政策強化と，

役場職員が若い住民らと協業し地域づくりを推進する

姿勢があった．これは，職員が行政組織の枠を超えて

地域づくりの民間リーダー的存在であった沢田や湯山

との資源統合を促進していった結果である．湯沢町の

地域づくりでは，行政から民間への一方的なサービス

提供ではなく，多数の住民が資源統合を行うことで，

民間の住民向けサービスや観光サービスが立ち上がっ

た．これらの活動は，町の人口対策，産業振興，子育

てしやすいまちづくりという3つの総合戦略にも合致

している（湯沢町 2020）．この成果は，住民活動が

はじめから政策に沿ったサービスを計画していたとい

うよりはむしろ，この町にあるものを大切に思いなが

ら子や孫の世代に続くよりよい町づくりを願望するシ

ビックプライドが，地域の共有ビジョンの促進手段

（Collins 2016）として機能していたと考えられる． 
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図2 湯沢町の地域活性化の価値共創プロセスモデル 

 

4.2 湯沢町の地域活性化の価値共創プロセスモデル 
本研究では新潟県湯沢町の地域づくり事例を対象

に，シビックプライドとアクター変容の統合による価

値共創のプロセスを説明した．その際，シビックプラ

イドは［地域愛着］や［持続願望］から，住民として

の責任感や地域貢献を自覚する［地域アイデンティテ

ィ］として強化され，地域へ積極的な関与をするよう

向上する［地域参画］．ここでは，居住年数と地域愛

着やアイデンティティの関係性を指摘した伊藤

（2017）の結果とは異なり，新参の移住者であっても

シビックプライドをより意識しており，地元住民のア

クター変容に影響を与えていた．ここから，地域活性

化にはアクターの多様性として外部者を取り入れるこ

との重要性が示唆される．ここでは住民のアクターの

役割は固定されたままではなく，地域サポートの消費

者から，価値共創に参加する資源統合者の役割に変容

していた．そしてその変容プロセスでは，シビックプ

ライドが住民を資源統合者として成長させていったこ

とが確認できた．アクター変容が住民主体の地域づく

りの場でも起きていることを見出した． 
図2は，シビックプライドとアクター変容の統合フ

レームワークを用いた湯沢町の地域活性化の価値共創

プロセスモデルを示している．本モデルは，シビック

プライドとアクター変容の2つの統合作用による循環

的価値共創により，資源統合が促進され，地域資源の

開発へとつながるプロセスを示している．具体的に

は，シビックプライドは住民間で地域愛着や持続願望

の感情共感・共有として伝播され，住民のアイデンテ

ィティを形成する．こうした感情を共有した住民は，

利他的行動をとる資源伝達者へと変容する．さらに，

地域参画意識を高めることで，主体的行動を伴う資源

統合者へと成長する．資源統合者となった住民は，そ 

 
の行動や言動を通じて，資源消費者段階の住民に同様

の変化をもたらす．この循環的価値共創は，外部者と

地元住民のサービス交換によって活性化される．移住

者はこの町に早く馴染んでよりよい暮らしをしていこ

うという意図を持ち，積極的にコミュニティに参入し

ている．そのような外部者の地域称賛は，地元住民が

失いかけていたシビックプライドを喚起し，資源統合

者への変容を促すドライバーとなる．地域の有形資源

や自然，歴史文化といったオペランド資源は，それだ

けでは価値を持たず，アクターの持つ知識やスキルと

いったオペラント資源と統合されることで，新たな価

値が提案されていく．具体的には，移住者がもたらす

起業家精神や専門スキルといった外部のオペラント資

源や，地元の土着の知識や人的ネットワークというオ

ペラント資源が，そうした地域のオペランド資源と統

合することで，新たな地域資源を生み出す契機となっ

ている． 
シビックプライドとアクター変容は，外部者を取り

入れた異なる居住歴や職業のバックグラウンドを持つ

住民の間で，複雑に影響し合いながら相互作用する．

その結果，資源統合者が増え，地域資源の開発が活発

化する可能性がある．地域活性化には，外部者が持ち

込む多様なオペラント資源とのサービス交換による価

値共創が重要だ．このプロセスの循環的継続により，

新たな地域資源開発の可能性を高め住民主体の持続的

な地域活性化につながる可能性が期待できる． 

4.3 将来研究のための5命題 
図2で示したシビックプライドとアクター変容の循

環的価値共創を基にした地域活性化の価値共創プロセ

スモデルは，湯沢町を対象としたものである．このモ

デルの一般化には，さらなる研究の蓄積が必要であ

る．次の研究ステップとしての視点として，本研究か

地
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ら導き出した住民主体の地域活性化を推進する価値共

創のための5つの命題を下記に示す． 
 
a) 住民間のシビックプライド形成とアクター変

容の相互循環が，地域の価値共創をもたら

す．  
b) シビックプライドは，他者から影響を受けた

本人がさらに他者へそれを何らかの形で共有

することで地域に伝播していく． 
c) シビックプライドは，受動的な地域愛着の感

情から，地域住民としての責任と関与の意図

が芽生え，具体的な地域づくりに参画するプ

ロセスへと向上する． 
d) アクターは，シビックプライドの影響を受け

て，資源消費者から資源統合者に直接的に変

容するか，または資源伝達者の役割段階を経

て成長する． 
e) 外部者視点による地域資源の発見や再評価が

住民のシビックプライド形成機会を高め，外

部資源と地域資源の統合を促進させ，結果と

して地域のサービス交換を活発化させる． 
 
過疎地域は生産人口の割合が低く，地域を担う人材

は恒常的に不足している．地域活性化を考える上で

は，外部人材を行政や地域産業の不足要員として活用

するばかりではなく，価値共創の循環要素として取り

入れていく必要があろう．先に示した命題は，過疎地

域であっても，地域資源の開発を担う人材は，魅力的

な地域資源，例えばその地域にある自然や歴史文化，

生活環境，あるいは若者が集うコミュニティの存在に

よって引き入れることが可能であることを示してい

る．地域内部から見ると時代遅れや需要が見込めない

と思われる資源でさえ，外部視点では価値ある資源と

して再評価され，活用されることが可能である．持続

可能な地域活性化には，新しいモノの資源を取り入れ

ることより，いまここにある地域資源の価値を見直

し，住民が誇りに思い愛着あるこの地域を持続させた

いというシビックプライドを高めることが，住民の自

律的な活動を促し，価値共創を活性化させると考え

る． 
 

5 結論 
本研究では，シビックプライドとアクター変容の2

つの理論的視点を統合したフレームワークを用いて，

新潟県湯沢町の地域づくり活動の価値共創プロセスを

考察した．結果，住民が地域参画に消極的な資源消費

者の役割から，主体的な地域参画活動を通じて資源統

合者へと成長するアクター変容のプロセスを見出し

た．シビックプライドによって役割を変容したアクタ

ーが，さらに他のアクターのシビックプライドを高め

る機会をもたらし，それがその人の役割を変容させて

いくというシビックプライドとアクター変容の循環的

な作用関係が，資源統合を活発化させ地域資源の開発

促進につながる可能性を示した．したがって，この統

合フレームワークが地域活性化を促進するための重要

な要素として機能することが示唆された．長期間にわ

たる住民への聞き取り調査の結果，シビックプライド

が多様な住民の交流の場を通じて醸成されることで，

地域活動に消極的役割であった住民を資源統合者へと

成長させていた．このアクター変容に大きな影響を与

えるのは，移住者の外部視点による地域資源の発見や

価値の再評価と，その際の外部者とのサービス交換に

よってもたらされる地元住民のシビックプライドの向

上であった．そして，シビックプライドとアクター変

容はそれぞれが往還することで資源統合が強化され，

それが持続的な地域の発展につながりうることが説明

できた．  
このシビックプライド形成とアクター変容の往還に

よる地域活性化の住民活動は，小規模地域の持続化に

有用な地方創生の戦略的モデルとなり得る．実社会の

地域づくりの文脈では，地域に価値を生み出すアクタ

ーは，固定した役割ではなく柔軟な役割の変容によっ

てサービス価値の提案者となる．シビックプライドが

地域づくりの場を通してアクターから他のアクターへ

と伝播されることで，住民が資源統合者へと成長する

ことができる． 
本研究は，単一事例を対象としている．移住者数の

増加実績には，調査時期がコロナ禍であったことから

一時的な人口移動が含まれていた可能性があり，その

点を考慮する必要がある．しかし，シビックプライド

の醸成に着目し，地域活動のリーダーとなる資源統合

者を増やしていくことは可能であるとの論理は成立し

たといえる．この地域活性化の価値共創プロセスモデ

ルは，従来の外部資本の投入による経済効果に価値を

置いた政策とは異なる，サービス学の視点から外部人

材の活用による地域活性化を提案するものである．限

られた資源の地域に新たなオペラント資源を投入する

ことで，地元住民の価値観が変容し，地域参画意識が

高まり，資源統合の機会が増加すると考えられる．こ

のように，住民主体の資源統合を促進し，地域の資源

開発を進めることで，持続可能な地域活性化につなが

ることが期待できる． 
今後の研究課題として，本研究から見出した地域活

性化の価値共創プロセスモデルがどれだけ他事例を説

明可能な理論モデルとして有効かを，事例収集・分析

を通じて検討していくことが重要である．このとき，

本研究のような定性的分析だけではなく，たとえばア

クターのシビックプライドとアクター変容を明確に測

定できる枠組みを設計することを通じた定量的研究の

可能性も検討し，実証的に地域活性化のサービス研究

を進めることが重要であろう．このシビックプライド

とアクター変容の統合フレームワークを用いること

で，人口減少時代の地域活性化の促進モデルの構築に

さらなる研究が期待できる． 
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